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国際的なイベント 政府関係の動き その他の動き

➢東京で第32回夏季
オリンピック、第16回
夏季パラリンピックの
開催
＜2020年7月～9月＞

➢大阪で万国博覧会
の開催
＜2025年5月～11月＞

➢幼児教育・保育の無
償化
＜2019年10月～＞
※今国会に提出中

➢IR整備法（特定複合
観光施設区域整備法）
が施行
＜～2021年7月26日＞

➢文化庁、京都に本
格移転
＜～2022年3月末＞

➢５Ｇの商用サービス
開始
＜2020年＞

➢団塊の世代が全て
75歳以上
＜2025年＞

➢リニア中央新幹線
（品川・名古屋間）が開
業
＜2027年＞
※名古屋・大阪間は2045年よ
り最大８年間前倒しで開業予
定

１

短期的（2025年頃まで）に予定されている主な動き



項目 主な社会変化

１．人口減少・高齢化の
進行

・総人口は2008年をピークに減少を始め、2040年には１億1,000万人程度となる。生産
年齢人口の減少も加速し、2040年には毎年100万人程度の減少が見込まれる。
・老年人口は、団塊ジュニア世代が高齢者となる2040年頃にピークを迎える。
・社会保障給付費の対GDP比は、2018年度の21.5％（名目額121.3兆円）から、2040年
度には23.8～24.0％（同188.2～190.0兆円）となる。
・人口の低密度化と地域的偏在が進行。2050年には全国の約半数の地域で人口が
50％以上減少し、うち２割では無居住化。

２．情報通信技術の更な
る進展

・Society 5.0を実現することで、地域課題を解決できる可能性。
・５Gの商用サービス等により、IoT、AI等を活用する基盤整備が更に進展。
・情報通信技術は、今後も進展を続ける見通し。
・AIの進展等により、2030年には製造業の就業者が160万人減少する一方で、サービス
業の就業者が158万人増加すると見込まれている。

３．スーパー・メガリー
ジョンの形成

・リニア中央新幹線の開業（品川・名古屋間：2027年、名古屋・大阪間：2045年より最大
８年間前倒し）に伴い、三大都市圏が一体化したスーパー・メガリージョンが形成。三大
都市圏の成長力が全国に波及。
・東京・大阪間が約１時間で結ばれ、国内各地間の移動時間が劇的に短くなることで、
交流の活発化によるイノベーションの創出に寄与するとともに、情報通信技術の進展
と相まって、時間と場所に縛られない新たなビジネススタイル・ライフスタイルを生み出
す可能性。

４．巨大災害の切迫 ・首都直下地震（M7クラス）、南海トラフ地震（M8-9クラス）の発生確率は、30年以内に
70％程度。いずれも被害規模は東日本大震災を上回る見込み。

中長期的（2040年頃まで）に予想される主な社会変化

２



１．人口減少・高齢化の進行

３
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総人口・３区分人口

○ 総人口は2008年をピークに減少を始め、2040年には１億1,000万人程度となる。生産年齢人口の減少も加速
し、2040年には毎年100万人程度の減少が見込まれる。

○ 老年人口（65歳以上人口）は、団塊ジュニア世代が高齢者となる2040年頃にピークを迎える。

＜総人口および年齢3区分人口の推移＞

→推計

（百万人）

出典：（2015年までの実績）総務省「国勢調査」より、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局において年齢不詳を按分のうえ集計。
（2020年以降の推計）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位））
※1950-1970年は沖縄県を含まない。 ４



労働力人口（男女別／各歳）
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出典：総務省「国勢調査」（平成27年就業状態等基本集計）
*総数には労働力状態「不詳」は含まず

［女性］
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社会保障給付費の見通し

○ 老年人口は、団塊ジュニア世代が高齢者となる2040年頃にピークを迎える。社会保障給付費の対GDP比
は、2018年度の21.5％（名目額121.3兆円）から、2040年度には23.8～24.0％（同188.2～190.0兆円）となる。

（出典）2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）－概要－（内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省平成30年5月21日）より ６



OECD諸国における社会保障支出と国民負担率の関係

○ OECD諸国と比較すると、日本の社会保障支出は中程度である一方、国民負担率は低水準。改革を行わ
ない場合、社会保障支出は膨張。

（出典）財務省作成資料 ７



2040年を展望し、誰もがより長く元気に活躍できる社会の実現

（出典）第28回社会保障審議会（平成31年2月1日）資料 ８



人口の低密度化と地域的偏在の進行

９

○ 2050年には、全国の約半数の地域で人口が50％以上減少し、沖縄県等一部地域を除き、人口の増加が
みられる地域は都市部に限られる（なお、2018年時点の居住地域は国土の約５割となっている。） 。

○ また、人口規模が小さい市区町村ほど人口減少率が高くなる傾向があり、特に2015年時点の人口が1
万人未満の市区町村に居住する人口は、およそ半分に減少する可能性。
※ 以下は、2015年対比の計数である点に留意が必要。

人口増減割合別の地点数（１kmメッシュベース）

18.7％ 32.3％ 28.5％ 17.5％ 3.1％
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全国の約半数の地域（有人メッシュの51％）で人口が半減
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全国平均（19.8％）

市区町村の人口規模別の人口減少率

将来の人口増減状況（１kmメッシュベース、全国図）

（備考）１．総務省「平成27年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」等より、国土交通省国土政策局作成。
２．左図については、平成27年国勢調査時点（平成27年10月１日現在）における避難指示区域を黒塗り（斜線）で示している。



２．情報通信技術の更なる進展
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Society 5.0の実現による地域課題の解決

１１

地域の課題 Society5.0の特徴

生産年齢人口の急減

大都市の過密化・
周縁部の過疎化

医療・介護サービスの
担い手不足

インフラの老朽化

地域の企業数減少の
深刻化

中山間地域の人材不足

交通弱者の増加

地域における小売や
生活関連サービスの衰退

地域コミュニティ活動等
の担い手不足

✔物理的制約からの解放

（例）時間制約・距離制約の克服
（企業・消費者・機械のすべてが、居場所
に関わらず情報の発信・入手・利用やコ
ミュニケーションが可能になる、５Ｇ等の
技術の普及）

社会システム全体の最適化

量的対応のみならず質の変化・向上

実現に向けた環境整備(人材育成・交流、利活用基盤(インフラ、制度・慣習等))

いつでもどこでも「つながる」
コミュニティとサービス

・遠隔地や過疎地がハンデにならない働き方や
サービスの利便性向上と一層の普及（サテラ
イトオフィス・テレワーク・シェアリングエ
コノミー、遠隔診療・教育、電子自治体等）
・地域内の移動の利便性向上（自動運転）
・地域在住者に限られない地域の担い手のコ
ミュニケーション拡大 等

快適・便利な生活を支えるためにイノ
ベーションを生み、「変化」し続ける産業

・エネルギーの多様化・地産地消で安定供給、
温室効果ガスの削減
・農作業自動化・最適な配送で食料増産・ロス
削減
・最適なバリューチェーン・自動生産により、
持続可能な産業化の推進・人手不足の解消
・AIやロボットでは代替が難しい対面型やハイ
スキルな仕事のニーズ増大
・道路等インフラ損傷の機械による自動診断等

誰もが豊かな人生を享受する
「共生（包摂）」社会

・AIによる診療サポートや遠隔診療など、AI、
ロボット、情報通信技術等の活用による必要
かつ適切な医療介護サービスの提供
・自動翻訳で言語の壁を意識しない生活の実現
・運転できなくても街なかに出たり、在宅で欲
しい物やサービスを入手（自動運転(再掲)・
配送）等

✔人に代わり「調べ」
「考え」「実行する」機械の役割増大

（例）大量のデータを「収集」「分析」し、
かつ、「対処の検討」「対処の実行」まで
行うIoT、AI、ロボット等の技術の普及

（例）地域・年齢・性別・言語等による格差
の解消

地域を選ばず、無駄の少ない事業、働き
方等の実現

人手のかかる定型的作業の機械による代
替

個別的・潜在的なニーズに対するきめ細
かなサービスの実現

地域の課題×Society 5.0

出典：第１回未来技術×地方創生検討会（平成31年1月28日開催） 参考資料より抜粋



膨大な数の
センサー・端末

スマートメータ―

カメラ

2G 3G 4G

低遅延

同時接続

移動体無線技術の
高速・大容量化路線

超高速

現在の移動通信システムより
100倍速いブロードバンドサー
ビスを提供

多数同時接続
スマホ、PCをはじめ、身の回り
のあらゆる機器がネットに接続

超低遅延

利用者が遅延（タイムラグ）を
意識することなく、リアルタイム
に遠隔地のロボット等を操作・
制御

5G

＜5Gの主要性能＞ 超高速

超低遅延

多数同時接続

社
会
的
な
イ
ン
パ
ク
ト
大

最高伝送速度 10Gbps 

1ミリ秒程度の遅延

100万台/km²の接続機器数

⇒ ２時間の映画を３秒でダウンロード（LTEは5分）

⇒ロボット等の精緻な操作（LTEの10倍の精度）をリアルタイ
ム通信で実現

⇒自宅部屋内の約100個の端末・センサーがネットに接続
（LTEではスマホ、PCなど数個）

ロボットを遠隔制御

5Gは、AI/IoT時代のICT基盤

第5世代移動通信システム（５G）とは
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情報通信技術の今後の見通し

○ 情報通信技術は、今後も進展を続ける見通し。
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AIの進展等による就業者の増減

１４



３．スーパー・メガリージョンの形成

１５



リニア中央新幹線によるスーパー・メガリージョンの形成

（出典）国土交通省作成資料

○ リニア中央新幹線の開業（品川・名古屋間：2027年、名古屋・大阪間：2045年より最大８年間前倒し）に伴い、
三大都市圏が一体化したスーパー・メガリージョンが形成。三大都市圏の成長力が全国に波及。

○ 東京・大阪間が約１時間で結ばれ、国内各地間の移動時間が劇的に短くなることで、交流の活発化によるイ
ノベーションの創出に寄与するとともに、情報通信技術の進展と相まって、時間と場所に縛られない新たなビジ
ネススタイル・ライフスタイルを生み出す可能性。

１６

（出典）国土地理院「地理院地図（電子国土Web）」に加筆



４．巨大災害の切迫

１７



想定される大規模地震

○ 首都直下地震（M7クラス）、南海トラフ地震（M8-9クラス）の発生確率は、30年以内に70％程度。いずれも被
害規模は東日本大震災を上回る見込み。

（出典）内閣府HP（2019年3月8日17時閲覧） ※ 発生予測確率は、地震調査研究推進本部による １８



（参考）2040年頃にかけて迫り来る
我が国の内政上の危機とその対応

※自治体戦略2040構想研究会 第一次・第二次報告の概要より抜粋
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